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表紙(4C)*電子提供措置用*

第30回
定時株主総会
招集ご通知

株式会社 エフオン
証券コード：9514

　

日　時

2026年９月25日（金曜日）
午前10時（午前９時30分開場）

場　所

東京都中央区京橋三丁目１番１号

東京コンベンションホール
（東京スクエアガーデン ５階）
◉末尾の会場ご案内図をご参照ください。

議　案

〈会社提案〉
第１号議案　取締役９名選任の件
第２号議案　監査役１名選任の件
〈株主提案〉
第３号議案　剰余金の配当等の決定機関に

係る定款一部変更の件
第４号議案　剰余金処分の件
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株主の皆様へ(4C)

株式会社エフオン
代表取締役社長 島﨑　知格

株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　第30回定時株主総会招集ご通知をご高覧いただくにあたりまして、ご挨拶申しあげます。

　私たちエフオングループは、森林資源の利用・再生を通じて、我が国のエネルギーや素材利用の持続可能性を高める
べく努力しております。
2026年６月期におきましては、米国の関税措置や中東地域における紛争などの影響により、幅広い領域での物価高

騰が示現いたしました。当社グループの売上の大半を占める電力の販売は、その殆どが固定価格買取制度による販売で
あり、構造的に電力販売価格に原価の上昇分を転嫁できない形となっていて、これが当社全体の収益を下押しする結果
となりました。こうした影響を低減するために、木材の素材としての販売拡大や、製材製品の製造販売を通じて将来の
収益をより安定的に拡大することを目指して事業展開を図っています。

　株主の皆様におかれましては、より一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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招集ご通知

証券コード　9514
2026年９月４日

株　主　各　位
東京都千代田区丸の内一丁目９番２号
株 式 会 社 エ フ オ ン

代表取締役社長 島 﨑 知 格

【当社ウェブサイト】
https://www.ef-on.co.jp/ir/library/meeting/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第30回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第30回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイ
トにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「ＩＲライブラリー」「株主総会関連資
料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「エフオン」又は「コード」に当社証
券コード「9514」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にあ
る「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面（郵送）によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、2026年９月24日（木曜日）午後５時半までに議決権
を行使してくださいますようお願い申しあげます。
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招集ご通知

■1 日　　時 2026年９月25日（金曜日）午前10時 （午前９時半開場）
■2 場　　所 東京都中央区京橋三丁目１番１号 東京スクエアガーデン ５階

東京コンベンションホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

■3 株主総会の目的である
事項

報告事項 1. 第30期（自　2025年７月１日　至　2026年６月30日）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

2. 第30期（自　2025年７月１日　至　2026年６月30日）
計算書類報告の件

決議事項 〈会社提案〉
第１号議案　取締役９名選任の件
第２号議案　監査役１名選任の件
〈株主提案〉
第３号議案　剰余金の配当等の決定機関に係る定款一部変更の件
第４号議案　剰余金処分の件

■4 招集にあたっての決定
事項（議決権行使につ
いてのご案内）

⑴議決権行使書における各議案に賛否の記載のない場合のお取り扱いにつきましては、会社提案
については賛成、株主提案については反対の表示としてお取り扱いいたします。

⑵各議案の内容は後記の「株主総会参考書類」に記載のとおりですが、当社取締役会は株主提案
（第３号議案 及び第４号議案）には反対しております。株主提案の議案の要領及び当社取締
役会の株主提案に対する意見については、15頁から17頁をご参照ください。

■5 その他議決権の行使に
関する事項

代理人による議決権の行使につきましては、議決権を有する他の株主様１名を代理人として、そ
の議決権を行使することとさせていただきます。

［インターネット等による議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、本招集ご通知と
あわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用の上、画
面の案内にしたがって、議案に対する賛否を前記の行使期限までにご入力ください。
　インターネット等による議決権行使に際しましては、「インターネット等による議決権行使のご案内」をご確
認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、前記の行使期限までに到着するようご返送くださ
い。

敬具

記

以　上

－ 3 －
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招集ご通知

１. 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
２. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いた

します。
３. 本株主総会において、書面交付請求の有無に関わらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りしておりますが、当該書面は法令

及び当社定款第13条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりま
せん。

１．連結計算書類の「連結注記表」
２．計算書類の「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際
して監査をした対象書類の一部であります。

４. 会場には株主様のみがご入場できます。控え室のご準備はございませんのでご注意ください。
５. ご来場にあたり、車椅子のお手伝い、席やお手洗いへの誘導等が必要な株主様は、事前にご連絡（03-4500-6450）いただきますようお願

い申しあげます。

－ 4 －
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インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席する方法

書面（郵送）により
議決権を行使する方法

インターネット等により
議決権を行使する方法

当日ご出席の際は、お手数ながら、
本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付へご提
出ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に各議案に対する
賛否をご表示の上、ご返送くださ
い。

次頁の案内に従って、議案に対する
賛否をご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2026年９月25日（金曜日）
午前10時

2026年９月24日（木曜日）
午後５時半到着分まで

2026年９月24日（木曜日）
午後５時半入力完了分まで

会社提案・当社取締役会の意見に賛成いただける場合

議案 第１号
議　案

下の候補
者を除く

第２号
議　案

会
社
提
案

議案 第３号
議　案

第４号
議　案

株
主
提
案

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
　本定時株主総会におきましては、会社提案（取締役会からご提案させていただく議案）と株主提案
（一部の株主様からご提案された議案）の決議を行います。
　第３号議案および第４号議案は一部の株主様からのご提案です。
　取締役会としてはこれらの議案いずれにも反対しております。詳細は15頁以降をご参照ください。
　議決権行使書用紙の記入例をご紹介します。

書面（郵送）による方法とインターネット等による方法の双方で議決権を行使された場合は、後に到達したものを有効といたしますが、同一の
日に到達した場合は、インターネット等による議決権行使を有効なものといたします。また、インターネット等による方法により、複数回、議
決権を行使された場合は、最後の議決権行使を有効なものといたします。また、議決権行使書における各議案に賛否の記載のない場合のお取り
扱いにつきましては、会社提案については賛成、 株主提案については反対の表示としてお取り扱いいたします。

－ 5 －
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前9時～午後9時）

インターネット等による議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などがご不明な場合は、
右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙右下に記載のスマートフォン用議決権行使
ウェブサイトログインQRコードを読取ってください。

1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

見 本
見 本

－ 6 －



2026/08/24 16:07:15 / 26335100_株式会社エフオン_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

第１号議案 取締役９名選任の件

候補者
番号 氏名 現在の当社における地位

1 島 﨑 　 知 格 再任
　

代表取締役社長

2 小 池 　 久 士 再任
　

常務取締役

3 藤井　康太朗 再任
　

常務取締役

4 須 藤 　 博 再任
　

取締役

5 松 尾 　 康 行 再任
　

取締役

6 小 菅 　 喜 生 再任
　

取締役

７ 佐古　麻衣子 再任 社外 独立
　

社外取締役

８ 松 村 　 映 子 再任 社外 独立
　

社外取締役

９ 青 木 　 想 再任 社外 独立
　

社外取締役

株主総会参考書類
〈会社提案　（第１号議案及び第２号議案まで）〉

　本総会の終結の時をもって、取締役９名全員が任期満了となりますので、改めて取締役９名の選任をお願いす
るものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 7 －
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取締役選任議案

企業経営 財務・会計・
ﾌｧｲﾅﾝｽ

コンプライアンス・
リスクマネジメント

長期展望・
戦略思考

サステナビリティ
経営思考

当社事業
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

人材
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

島 﨑 　 知 格 〇 〇 〇 〇 〇 〇

小 池 　 久 士 〇 〇 〇 〇 〇 〇

藤井　康太朗 〇 〇 〇 〇 〇 〇

須 藤 　 博 〇 〇 〇 〇 〇

松 尾 　 康 行 〇 〇 〇 〇 〇

小 菅 　 喜 生 〇 〇 〇 〇 〇

佐古　麻衣子 〇 〇 〇 〇

松 村 　 映 子 〇 〇 〇 〇

青 木 　 想 〇 〇 〇 〇 〇

＜参考＞取締役候補者の専門性と経験（スキルマトリックス）
※各候補者が有するすべての専門性と経験を表すものではありません。

－ 8 －
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取締役選任議案

１
再任

候補者
番　号

　 24,000 株

しま

島
 

 
 

 
ざき

﨑
 

 
 

 
とも

知
 

 
 

 
ただ

格
(1962年８月27日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    2002年    9 月 三菱証券株式会社　部長代理
    2005年    6 月 当社経営企画部配属
    2006年    9 月 当社取締役
    2008年    5 月 当社代表取締役社長（現任）

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、代表取締役として、経営全般統轄の任務を通じ、豊富な経験・
実績を有しており、事業経営に精通していることから、引き続きその豊富な経験や知見を、当社の経
営に活かしていくことが期待できるものと判断したためであります。

２
再任

候補者
番　号

　 51,000 株

こ

小
 

 
 

 
いけ

池
 

 
 

 
ひさ

久
 

 
 

 
ひと

士
(1961年５月18日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    2003年    5 月 株式会社共立メンテナンス

管理本部グループ経営部副部長兼ＫＭＧ経理センター室長
    2006年    10月 当社経理部長
    2009年    9 月 当社取締役　財務経理部長
    2011年    3 月 当社取締役　管理本部長
    2011年    9 月 当社常務取締役　管理本部長
    2013年    10月 当社常務取締役　管理部門管掌（現任）

【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、取締役として、当社管理部門において豊富な経験・実績を有し
ており、引き続きその職務経験や知見を、当社の経営に活かしていくことが期待できるものと判断し
たためであります。

－ 9 －
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取締役選任議案

３
再任

候補者
番　号

　 4,800 株

ふじ

藤
い

井
 

　
こう

康
た

太
ろう

朗
(1964年３月26日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    1997年    4 月 コパル電子株式会社　営業本部南関東マネージャー
    2005年    4 月 当社電力ビジネス事業部長
    2007年    4 月 当社ＥＳＣＯ事業部門長
    2007年    10月 株式会社ヴェリア・ラボラトリーズ　常務取締役
    2013年    9 月 同社取締役副社長
    2016年    5 月 当社技術統括部配属

株式会社エフバイオス出向　豊後大野事業所長
    2016年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　豊後大野事業所長
    2017年    7 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　日田事業所長
    2019年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　執行役員

壬生発電所準備室室長
    2020年    1 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　執行役員　壬生事業所長
    2020年    6 月 当社取締役　電力企画部長
    2020年    7 月 当社取締役　電力事業部長
    2022年    6 月 当社取締役　電力事業部長兼サステナビリティ推進準備室長
    2022年    12月 当社取締役　電力事業部長
    2025年    9 月 当社常務取締役　技術統括部、環境エネルギー部、電力事業部

管掌　電力事業部長（現任）
【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、省エネルギー事業や電力事業に精通しており、同分野において
豊富な経験・実績を有していることから、引き続きその職務経験や知見を、当社の経営に活かしてい
くことが期待できるものと判断したためであります。

４
再任

候補者
番　号

　 300 株

す

須
 

 
 

 
とう

藤
 

 
 

 　
 

 
 

 
ひろし

博
(1974年８月26日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    2013年    9 月 協和木材株式会社　山林部副部長
    2016年    11月 同社東京営業所副所長
    2017年    9 月 株式会社エフバイオス　入社
    2017年    10月 同社山林部林業課　課長代理
    2019年    10月 同社山林事業部長
    2020年    7 月 同社執行役員　山林事業部長
    2021年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　執行役員　山林事業部長
    2023年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　取締役　山林事業部長

（現任）
【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、山林事業に精通しており、当社の連結子会社である株式会社エ
フバイオスの執行役員及び山林事業部長として豊富な経験・実績を有していることから、引き続き職
務経験や知見を、当社の経営に活かしていくことが期待できるものと判断したためであります。

－ 10 －
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取締役選任議案

５
再任

候補者
番　号

　 1,500 株

まつ

松
 

 
 

 
お

尾
 

 
 

 
やす

康
 

 
 

 
ゆき

行
(1975年10月9日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    1994年    4 月 第一電路工業株式会社　入社
    2006年    6 月 株式会社エフバイオス　入社
    2011年    10月 同社日田事業所 設備グループ課長
    2016年    4 月 同社豊後大野事業所 設備グループ課長
    2019年    9 月 同社日田事業所長代行
    2020年    10月 同社日田事業所長
    2022年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　執行役員　日田事業所長
    2023年    2 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　執行役員　新宮事業所長
    2023年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　取締役　新宮事業所長

（現任）
【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、当社の連結子会社である発電事業所長として豊富な経験・実績
を有しており、引き続きその職務経験や知見を、当社の経営に活かしていくことが期待できるものと
判断したためであります。

6
再任

候補者
番　号

　 0 株

こ

小
 

 
 

 
すげ

菅
 

 
 

 
よし

喜
 

 
 

 
お

生
(1968年11月27日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    1987年    4 月 株式会社栃木相互銀行（現　株式会社栃木銀行）入行
    1990年    5 月 松下電器産業株式会社（現　パナソニック株式会社）入社
    2017年    1 月 エイエスサポート株式会社　執行役本部長
    2018年    9 月 株式会社エフバイオス　入社
    2020年    7 月 同社燃料事業部課長
    2022年    1 月 同社燃料事業部課長兼白河事業所長代行
    2024年    3 月 同社燃料事業部長兼壬生事業所長
    2025年    7 月 同社燃料事業部長
    2025年    9 月 当社取締役　株式会社エフバイオス　燃料事業部長
    2025年    10月 当社取締役　株式会社エフバイオス　執行役員　燃料事業部長

（現任）
【選任理由】
　同氏を取締役候補者とした理由は、当社の連結子会社である発電事業所長としてまた、株式会社エ
フバイオスの燃料事業部長として豊富な経験・実績を有していることから、引き続きその職務経験や
知見を、当社の経営に活かしていくことが期待できるものと判断したためであります。

－ 11 －
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取締役選任議案

7
再任

社外

独立

候補者
番　号

　

0 株

さ

佐
こ

古
 

　
ま

麻
い

衣
こ

子
(1980年11月21日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    2008年    12月 弁護士登録
    2009年    1 月 霞が関法律会計事務所　入所
    2013年    10月 霞が関法律会計事務所　ジュニアパートナー
    2015年    3 月 桜田通り総合法律事務所　ジュニアパートナー
    2018年    9 月 当社社外取締役（現任）
    2020年    2 月 桜田通り総合法律事務所　パートナー（現任）
    2024年    6 月 株式会社テクノ菱和　社外取締役（現任）

【選任理由及び期待される役割の概要】
　同氏を社外取締役候補者とした理由は、社外役員となる以外の方法で直接会社経営に関与した経験
はありませんが、企業法務に関する弁護士としての経験と専門知識を有しており、法律専門家として
の客観的立場から引き続き社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断したため
であります。

８
再任

社外

独立

候補者
番　号

　

0 株

まつ

松
 

 
 

 
むら

村
 

 
 

 
えい

映
 

 
 

 
こ

子
(1983年5月29日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    2007年    9 月 フューチャーアーキテクト株式会社　入社
    2011年    5 月 株式会社ヘイデイ　代表取締役社長
    2014年    4 月 バスケット株式会社　代表取締役社長
    2015年    8 月 株 式 会 社 ス ト ラ イ プ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 　 取 締 役

CTO/CDO兼EC統括本部長
    2017年    11月 株式会社スマービー　取締役
    2018年    7 月 事業家創造株式会社　取締役（現任）
    2018年    11月 株式会社Photream　社外取締役
    2020年    10月 株式会社ＢＲＨ　COO
    2020年    10月 千葉道場株式会社　フェロー
    2024年    9 月 当社社外取締役（現任）
    2025年    10月 株式会社アットマーク　取締役（現任）

【選任理由及び期待される役割の概要】
　同氏を社外取締役候補者とした理由は、EC事業に関する知識と、自身での起業経験により豊富な
知見を備えておられることから引き続き社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと
判断したためであります。

－ 12 －
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取締役選任議案

９
再任

社外

独立

候補者
番　号

　

0 株

あお

青
 

 
 

 
き

木
 

 
 

 　
 

 
 

 
そう

想
(1984年9月21日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
    2007年    4 月 株式会社リクルート　入社
    2016年    6 月 ジブラルタ生命保険株式会社　入社
    2018年    2 月 株式会社Loveable　代表取締役社長（現任）
    2019年    10月 株式会社Surpass　入社　取締役
    2024年    5 月 株式会社アルバイトタイムス　社外取締役（現任）
    2024年    9 月 当社社外取締役（現任）
    2026年    6 月 株式会社ＢＴＭ　社外取締役（現任）

【選任理由及び期待される役割の概要】
　同氏を社外取締役候補者とした理由は、上場企業の経営企画職、営業職を経て、自身が設立した会
社の取締役として数々の企業支援に携わっており、企業経営及び財務に対し豊富な経験と高い見識を
備えておられることから引き続き社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し
たためであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 佐古麻衣子氏、松村映子氏及び青木想氏は、社外取締役候補者であります。
３. 当社は佐古麻衣子氏、松村映子氏及び青木想氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。再任が承認された場合引き続き独立役員とする予定であります。
４. 佐古麻衣子氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会の終結の時

をもって８年となります。松村映子氏及び青木想氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役と
しての在任期間は、本総会の終結の時をもって２年となります。

５. 当社は、佐古麻衣子氏、松村映子氏及び青木想氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。佐古麻衣子氏、松村映子氏及び青木想氏
の選任が承認された場合、各氏との間で当該契約を継続する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。

６. 当社は、取締役及び監査役の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保
険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき
行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠
償金や訴訟費用等が填補されることとなります。各候補者が選任され就任した場合は、当該保険契約の被保
険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

－ 13 －
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監査役選任議案

第２号議案 監査役１名選任の件

　

0 株

や

矢
 

　
だ

田
 

　
しん

真
 

　
いち

一
(1960年９月７日生)

所有する当社の株式数

　

略歴、当社における地位並びに重要な兼職の状況
1984年 4 月 株式会社三菱銀行（現　株式会社三菱UFJ銀行）入行
2008年12月 株式会社コナカ　常勤社外監査役
2012年12月 学校法人帝京大学　法人本部広報課長
2016年 9 月 当社社外取締役
2017年10月 学校法人帝京大学　法人本部人事課長
2018年 ９月 当社常勤監査役（現任）　【選任理由】

　同氏を監査役候補者とした理由は、当社の社外取締役としての経験及び、これまでの常勤社外監査
役としての経験や、大手金融機関での職務により培われた専門的知識を有しておられることから、監
査役としての職務を適切に遂行していただけると判断したためであります。

　本総会の終結の時をもって、監査役矢田真一氏が任期満了となりますので、改めて監査役１名の選任をお願い
するものであります。なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 当社は、矢田真一氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。矢田真一氏の選任が承認された場合、同氏との間で当該契
約を継続する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に
定める最低責任限度額であります。

３. 当社は、取締役及び監査役の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償
責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の
地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被
保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が填補されることとなります。候補者が選任され就任した場合
は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更
新を予定しております。

－ 14 －
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株主提案①、株主提案②

第３号議案 剰余金の配当等の決定機関に係る定款一部変更の件

現行定款 変更案
（剰余金の配当等の決定機関） （剰余金の配当）

第46条　当会社は、剰余金の配当等会社法第459条第1
項各号に定める事項については、法令に別段の
定めがある場合を除き、取締役会の決議により
定める。

第46条　当会社は、株主総会の決議によって、毎年６月
30日の最終の株主名簿に記載又は記録された
株主又は登録株式質権者に対し、剰余金の配当
を行うことができる。

（剰余金の配当） （中間配当）

第47条　当会社は、基準日における最終の株主名簿に記
録された株主又は登録株式質権者に対し、剰余
金の配当を行うことができる。

第47条　当会社は、取締役会の決議により、毎年12月
31日の最終の株主名簿に記載又は記録された
株主又は登録株式質権者に対し、剰余金の配当
を行うことができる。

２　当会社の期末配当の基準日は、毎年６月30日と
する。

３　当会社の中間配当の基準日は、毎年12月31日
とする。

４　前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当を
行うことができる。

〈株主提案（第３号議案及び第４号議案まで）〉
　第３号議案から第４号議案までは、株主様１名からご提案いただいたものです。なお、提案株主様から提出さ
れたものを原文のまま17頁に記載しております。

１．提案の内容
　剰余金の配当等の決定機関に係る定款一部変更の件

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

当社取締役会の意見
　当社取締役会としては、本株主提案議案に反対いたします。
　当社は、株主還元を重要な経営課題の一つと認識しております。
　一方で、当社グループは、木質バイオマス発電事業、電力小売事業及び山林事業を展開しており、事業環境の
変化に対応しながら、中長期的な企業価値向上を図るため、継続的な成長投資及び事業基盤の強化を進めており
ます。
　配当政策については、株主還元のみならず、将来の投資計画、財務健全性及び事業環境を総合的に勘案し、機
動的に判断する必要があります。
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株主提案①、株主提案②

　このため、当社は2007年9月19日開催の第11回定時株主総会において、取締役の経営責任をより一層明確に
するとともに、変化の激しい経営環境に対応した機動的な資本政策及び配当政策を実施することを目的として、
剰余金の配当等を取締役会の決議事項とする現行定款への変更についてご承認いただきました。
　当社は現在においても、株主還元を重要な経営課題と認識しておりますが、企業価値向上及び株主共同の利益
の観点から、資本政策及び配当政策を機動的に実施できる現行制度は合理性を有しているものと考えておりま
す。したがって、当社取締役会としては本株主提案には反対いたします。

第４号議案 剰余金処分の件
　第３号議案　剰余金の配当等の決定機関に係る定款一部変更の件が承認可決されたことを条件に期末配当金を
次の通りとする。

１.　配当財産の種類
金銭とする。

２.　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金30円とする。
この場合の配当総額は649,049,520円となる。

３.　剰余金配当が効力を生ずる日
2026年10月16日

当社取締役会の意見
　当社取締役会としては、本株主提案議案に反対いたします。
　当社は、安定的かつ継続的な株主還元を重要な経営方針の一つとしております。
　一方で、当社グループは、電力小売事業の拡大、木質バイオマス発電事業の競争力強化、山林事業の収益改善
等を重要な経営課題として取り組んでおります。これらの取り組みを着実に推進し、中長期的な企業価値向上を
実現するためには、継続的な投資及び財務基盤の維持が必要であります。
　配当政策については、単年度の業績のみをもって判断するのではなく、事業環境、投資機会、財務状況及び将
来の成長戦略を総合的に勘案し決定すべき事項であると考えております。
　当社取締役会は、株主還元と成長投資との適切なバランスを図ることが、中長期的な企業価値向上及び株主共
同の利益に資するものであると判断しております。
　したがって、当社取締役会としては株主提案には反対いたします。

以　上
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株主提案①、株主提案②

株主提案書

2026年7月10日

株式会社エフオン　代表取締役　島﨑知格　殿

株主名省略

会社法第303条に基づき、下記のとおり提案する。
Ⅰ　1　提案の内容

社員の皆様に心より感謝しつつ、下記の理由に基づき、配当金に関する議決は株主総会の議決事項とす
る旨定款に定める。

　　2　提案の理由
　取締役会の議決をもって配当金に関して決定をすることには、『株主の意思』が全く反映されていな
い。例えば、過去9年間（2017年から2025年まで）、「1株当たり年間8円」の配当金しか実施されてい
ない。全く「増配」されていない。仮に、2026年6月期も「8円の配当金」であれば、10年間も「増配」
が全くないということになる。これで、『十分な株主還元』又は『株主重視』と言えるのであろうか。

Ⅱ　1　提案の内容
　上記の提案が承認された場合、改めて2026年6月期の配当金を1株につき30円とする。

　　2　提案の理由
　（1）2018年の「1株を1.2株にする株式分割」以来、「株式分割」が実施されていないということ、
（2）「自社株買い」は1度も実施されていないということ、（3）2018年6月11日の株価1,508円をその
後、未だに1度も超えていないということ、（4）2025年12月時点の1株純資産（解散価値）、即ち『28
年間の永きに亘る社員の皆様の努力の結晶である利益の蓄積』が『1株当たり887円』もあるにもかかわら
ず、本年7月1日の株価は、わずか314円にすぎない。
東京証券取引所が、2023年3月31日に全上場企業を対象として要請している「資本コストや
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営の実現に向けた対応」及び2024年２月１日に同所が発表した「
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点を踏まえた『資本コ
ストや

●

株
●
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●
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●

意
●

識
●

し
●

た
●

経
●

営』のポイントと事例」（傍点、提案者）の主旨に基づいた『適切な配当性向
（株主還元の積極性を示す指標）に基づいた適切な配当金』がエフオンの株価、即ちエフオンの企業価値
を向上させるためにも必要なのではないだろうか。
　さらに、株式配当は年1回のみであるので、株主重視の観点から『中間配当』を実施するべきであろう。
株主が中間配当金でエフオンの株式を買い増すことも期待し得るのではなかろうか。“株主による自社株買
い”である。

なお、本提案書の受領は、当然のことであるが、「適時開示」して頂ければ、幸いです。
お手数をおかけ致しますが、宜しくお願い申し上げます。

以上
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事業の経過及び成果

事業報告 （自　2025年７月１日　至　2026年６月30日）

１ 企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、米国によるイランへの軍事行動を契機として中東情勢が一
段と緊迫化し、原油価格や国際物流への影響が懸念されるなど世界経済への下押し圧力が強まりまし
た。わが国においては、日本初の女性首相が誕生し年収の壁緩和やガソリン暫定税率廃止等の国民生
活に直接影響のある施策が実施された一方、防衛装備輸出の推進、防衛政策の予算拡充、国家情報会
議の設置や副首都構想、皇室典範改正等の施策が推進され行政運営に対する関心が高まる状況となり
ました。また、為替は引続き円安基調で推移し金融政策の正常化へ向けた取組が加速される一方、
様々な物品の値上がりが国民生活や企業活動に影響を及ぼすとともに、世界的な物流停滞の懸念から
先行きの不透明感が増大する状況となっております。こうした中、物価上昇を背景とした賃上げ要求
に対し大手企業を中心に賃金の上昇がみられたものの、企業の経営面ではコスト上昇分の製品・商
品・サービス等への価格転嫁や人手不足の解消のほか、停滞する原油由来の材料・部材の調達等の事
業運営に関する不安材料が残る状況が継続しております。
　当業界においては、日本卸電力取引市場の取引単価は比較的低い水準で安定的に推移しておりまし
たが、中東情勢の緊迫化により原油や天然ガス等の調達懸念から電力取引市場の先物価格が一段と上
昇する状況となりました。これに対し政府はエネルギーや原材料の供給不安の払拭のため、国内備蓄
原油の放出や燃料油価格の緊急的激変緩和措置を速やかに講じ、国民生活や経済活動への影響緩和に
努めております。
　このような状況のもと、当社の省エネルギー支援サービス事業に関しては、既存プロジェクトに関
する売上高に加え、顧客の設備更新工事やグループ会社の新設設備工事が完了し前期と比較して売上
高、利益ともに増加しました。本セグメントの内部売上高又は振替高は、グループ内の子会社生産設
備増強に関する工事売上高です。
　グリーンエナジー事業の発電事業においては、エフオン新宮発電所の燃料調達に関し依然厳しい状
況が継続しておりますが、前期実績に比べ売上高、営業利益ともに増加し業績は一定程度改善が進ん
でおります。エフオン白河発電所は、電力系統において太陽光発電の電力供給過多で市場価格がほぼ
ゼロ円となる時間帯での自主的な出力抑制を実施いたしました。このほかエフオン日田発電所、エフ
オン壬生発電所において落雷による系統連系線への接続停止や一部補器補修のための計画外停止等が
あったものの、グループ発電所全体の送電電力量は前期を上回り売上高を増加することが出来まし
た。一方、原価については、前期においてエフオン日田発電所が２年連続運転を実施したことでそれ
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事業の経過及び成果

に係る費用を抑制していましたが、当期は通常通り各発電所がともにメンテナンスを実施し相応の費
用を計上しております。エフオン日田が２年連続運転後の整備のため例年より高額となったほか、他
の発電所においても前期に比べ部材や作業費が値上がりし費用が増加しております。このほか、コス
ト増加要因となったものは、主に灰処理費用であり処理単価の上昇に加え、エフオン新宮の稼働が向
上したことで処理量も増加したことによります。
　山林事業においては、積極的に原木素材生産量を増加させる施策を実施しております。このため、
伐採施業や運搬を担う要員の拡充とともに、効率化を推進する設備、機器の導入を進めております。
素材生産量については、グループ発電所に提供するものを含め前期実績に比べ29.6％増加し、売上高
は大幅に増加したものの、人件費及び人員増加に伴う諸経費、設備保全費用、減価償却費の増加によ
り収益は企図する水準に達しておりません。
　なお、本セグメントのセグメント情報の内部売上高又は振替高はグループ内発電所の発電した電力
のうち、親会社エフオンの電力小売事業で外部顧客あてに販売した電力の仕入れに該当するものであ
り、前期に比べ大幅に増加しております。
　電力小売事業では、電力販売契約数の獲得に注力し大幅に売上高を伸ばすことができました。一
方、電力販売に係る形態は市場連動型の契約が減少し固定単価型が増加したことにより、収益面では
売上高増加に見合う収益水準とはなりませんでした。特に中東情勢の緊迫化以降の４月～６月にかけ
日本卸電力取引所の市場価格が一段と上昇し、本事業セグメントの通年の成績は289百万円の損失と
なりました。当社では、固定単価型の契約電力量の増加に伴い将来の市場価格の高騰に備え契約電力
量の一定量について、電力先物取引で将来の収益の安定化を図っておりますが、当連結会計年度にお
いて実現した電力先物差益は、397百万円で本事業セグメントの損失を勘案すると107百万円の利益
となります。このほか、未到来の期間における電力先物取引評価額が増加し営業外収益に大幅な評価
益を計上しております。
　これらの結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高20,737百万円（前期比17.8％
増）、営業利益419百万円（前期比68.2％減）、経常利益1,672百万円（前期比51.6％増）、親会社
株主に帰属する当期純利益は1,198百万円（前期比69.7％増）となりました。

（省エネルギー支援サービス事業）
　当連結会計年度においては、新規受注、既存の継続プロジェクトの業績は堅調に推移しており、一
定の利益水準を維持しております。設備の一部更新に係る受注のほか、グループ会社の新設設備工事
が完了したことで内部売上高は大幅に増加しセグメント業績は増収増益となりました。
　当連結会計年度の本事業セグメントの業績は、売上高では954百万円（前期比367.4％増）、セグ
メント利益69百万円（前期比80.7％増）となりました。
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事業の経過及び成果

（グリーンエナジー事業）
　当連結会計年度におけるグリーンエナジー事業は、エフオン新宮発電所が燃料不足による出力抑制
を余儀なくされる状況が続いておりますが、グループ発電所全体での送電量及び売上高は前連結会計
年度に比べ増加いたしました。売上高に関しては、山林事業の原木販売量も前期に比較して増加しセ
グメント全体では増収となったものの、当社グループ発電所の発電した電力を電力小売事業に供給し
ているため、電力小売事業の販売量の増加に伴い本事業セグメントの外部顧客への売上高は減少し内
部売上高が増加する結果となりました。一方、原価においては、エフオン壬生発電所のメンテナンス
費用が前期に比べ減少したものの、他のグループ発電所のメンテナンス費用は前期と比較して大幅に
増加する結果となりました。これは、エフオン日田発電所が前期において２年連続運転をしたことで
費用が大幅に減少していたものの当期においては大幅に増加したことや、各発電所における経費につ
いても部材や作業費に係る費用の上昇が主な要因です。また、経費の上昇に関しては、エフオン白河
を除く各発電所の灰処理費用が増加したことに加え、山林事業の人員増に伴う人件費、施業設備、機
器に係る減価償却費や消耗品等の増加が収益を圧迫する要因となりました。
　当連結会計年度の本事業セグメントの業績は、売上高で16,912百万円（前期比4.3％増）、セグメ
ント利益722百万円（前期比40.5％減）となりました。

（電力小売事業）
　当連結会計年度においては、顧客に販売する契約電力量の拡充に尽力し売上高を大幅に伸ばすこと
が出来ました。本事業セグメントではグループ内発電所が主にＦＩＴ制度上の発電設備であるため、
日本卸電力取引所の市場価格で仕入れることとなります。顧客に販売する電力の契約形態は、市場価
格に連動した取引単価となるもののほか、固定単価型により販売するものがありますが、契約電力量
を拡充する段階で固定単価型による契約が増加いたしました。このため、将来の市場価格の高騰に備
え販売契約量の一定割合分について電力先物取引により収益安定化を図っております。しかしなが
ら、この電力先物取引は現行の会計基準では電力仕入に対するヘッジ会計の適用が困難なため、電力
先物取引により生ずる損益は営業外損益に計上することとなります。
　市場価格が上昇すると固定単価型の販売契約ではそれに伴い原価が増加することで営業利益を圧迫
する要因となります。当連結会計年度では、４月から６月の電力仕入額が大幅に増加しセグメント利
益を減少させることとなりました。電力先物取引に関しては、実現した電力先物差益と未到来限月の
デリバティブ評価益を営業外収益に区分して計上しております。
　当連結会計年度の本事業セグメントの業績は、売上高で7,407百万円（前期比105.5％増）、セグ
メント損失289百万円（前連結会計年度セグメント利益130百万円）となりました。
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事業の経過及び成果

事 業 区 別 連 結 売 上 高 連 結 営 業 利 益

省エネルギー支援サービス事業 278 69

グ リ ー ン エ ナ ジ ー 事 業 13,125 722

電 力 小 売 事 業 7,332 △289

全　　 社　　 （共　 　通） － △82

合　　　計 20,737 419

　各事業セグメントにおける外部取引に係る業績は下記のとおりです。

（単位：百万円）
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設備投資等の状況、対処すべき課題

グ リ ー ン エ ナ ジ ー 事 業 ㈱エフバイオス 製材工場設備

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（２）設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は1,726百万円
で、その主なものは次のとおりであります。
イ. 当連結会計年度中に完成した主要設備

ロ. 当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

ハ. 当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

（３）対処すべき課題

　当社グループの主力事業である電力小売事業とグリーンエナジー事業のさらなる飛躍のため、木質
バイオマス発電所の安定的な高稼働と環境付加価値を含む電力販売の拡充を進めてまいります。
　木質バイオマス発電所運営に関しては燃料調達に係る経費の削減に努めるとともに必要量の確保に
より事業収益を向上させていくことが喫緊の課題と認識しています。また、山林事業においては、収
益改善のための収量向上が必須であり、効率的な施業地の獲得拡大や機械化を進め、生産量の向上の
ためのノウハウの確立が重要な課題であると認識しています。
　このため、これらを担う専門的な人員の確保、教育、業務の実践を継続することが重要な経営課題
であると認識しております。
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財産及び損益の状況の推移

期　別
区　分

第27期
(2023年６月期)

第28期
(2024年６月期)

第29期
(2025年６月期)

第30期
(当連結会計年度)
(2026年６月期)

売 上 高 16,949 17,473 17,599 20,737

経 常 利 益 1,286 346 1,103 1,672

親会社株主に帰属する当期純利益 824 281 706 1,198

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 38円36銭 13円14銭 33円26銭 56円67銭

純 資 産 18,190 18,234 18,684 19,710

総 資 産 45,718 45,262 44,576 44,621

16,949

第27期

17,473

第28期

17,599

第29期

20,737

第30期

（単位：百万円）

■ 売上高

1,286

第27期

346

第28期

1,103

第29期

1,672

第30期

（単位：百万円）

■ 経常利益

824

第27期

281

第28期

706

第29期

1,198

第30期

38.36
13.14

33.26
56.6756.67

（単位：百万円） （単位：円）

■ 親会社株主に帰属
　する当期純利益

１株当たり
当期純利益

18,190

第27期

18,234

第28期

18,684

第29期

19,710

第30期

（単位：百万円）

■ 純資産

45,718

第27期

45,262

第28期

44,576

第29期

44,621

第30期

（単位：百万円）

■ 総資産

（４）財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）
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重要な子会社の状況、主要な事業内容

会 社 名 資　本　金 議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 エ フ オ ン 日 田 495百万円 100.00％ 木質バイオマス発電事業

株 式 会 社 エ フ オ ン 白 河 441百万円 100.00％ 木質バイオマス発電事業

株 式 会 社 エ フ オ ン 豊 後 大 野 450百万円 100.00％ 木質バイオマス発電事業

株 式 会 社 エ フ オ ン 壬 生 1百万円 100.00％ 木質バイオマス発電事業

株 式 会 社 エ フ オ ン 新 宮 1百万円 100.00％ 木質バイオマス発電事業

株 式 会 社 エ フ バ イ オ ス 10百万円 100.00％ バイオマス燃料販売、
発電所運営受託事業

ソ レ イ ユ 日 田 株 式 会 社 10百万円 100.00％ 太陽光発電所用地賃貸事業

（５）重要な子会社の状況

（６）主要な事業内容（2026年６月30日現在）
①省エネルギー支援サービス事業

　省エネルギー支援サービス事業とは、企業等の顧客設備の省エネルギー及び再生可能エネルギー
の導入を支援するサービスです。顧客企業のエネルギー使用実態を調べ、省エネルギーの診断を行
うとともに、診断結果に基づいて、実際の省エネルギー対策設備及びシステムの設計や施工、その
後の運用までを一貫して行います。また、総合エネルギーマネジメントとして、顧客企業のエネル
ギー使用状況の把握、削減計画の策定、運用・設備改善の実施、削減状況の測定といったサービス
のほか、再生可能エネルギーの導入支援、二酸化炭素の管理・削減のコンサルティング等のサービ
スを提供しております。

－ 24 －
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重要な子会社の状況、主要な事業内容

②グリーンエナジー事業
　グリーンエナジー事業は、再生可能な自然エネルギーを電力に転換する事業です。二酸化炭素の
排出削減等の社会的な環境改善ニーズに対応し、再生可能エネルギーの中で特に木質バイオマス
（注）をエネルギー源とした環境価値の高い発電所の開発、建設及び運営を行います。当社グルー
プでは、現在、ＦＩＴの設備認定を受けたエフオン日田、エフオン豊後大野、エフオン壬生、エフ
オン新宮の木質バイオマス発電所が稼働しております。なお、2023年１月よりエフオン白河がＦ
ＩＰ制度（フィードインプレミアム（Feed-in Premium））に移行しております。木質バイオマ
ス発電所の運営及び木質バイオマス燃料供給に関しては、その専門会社としてエフバイオスが当た
り、廃木質材や森林資源の有効活用を通じてグリーンエナジー事業の中核を担っております。
（注）木質バイオマス
バイオマスとは、生物資源（ｂｉｏ）の量的（ｍａｓｓ）を表す概念で「再生可能な、生物由来の
有機性資源で化石資源を除いたもの」とされています。
木質バイオマスは、樹木に由来する有機物であって、エネルギー源として利用できるものをいいま
す。
当社グループが手掛ける新エネルギーによる発電事業は、製材所や木工加工メーカー等から排出さ
れる廃材や、建築解体現場から排出される建築廃材等を、選別、破砕した木質チップを発電用燃料
とするものです。バイオマス資源は、植物が光合成によって空気中の二酸化炭素を取り込んで成長
するため、バイオマスの燃焼により放出される二酸化炭素は、地球規模において二酸化炭素のバラ
ンスを崩さない「カーボン・ニュートラル」であるとされています。また、バイオマス資源は、石
油などの化石燃料とは違い、適正な管理を行えば半永久的に枯渇することなく利用可能な「再生可
能資源」として注目されています。

③電力小売事業
　電力小売事業は、電力の需要と供給を最適化しエネルギーの社会全体の効率性を改善することを
目的として、電力の小売及び市場取引を行う事業です。当社グループの木質バイオマス発電所で発
電された環境負荷の低い電力を顧客に供給しております。

－ 25 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2026/08/24 16:07:15 / 26335100_株式会社エフオン_招集通知_電子提供措置用

主要な営業所及び工場

当 社 本　　　社：東京都千代田区丸の内一丁目９番２号

子 会 社

㈱エフオン日田 ：大分県日田市

㈱エフオン白河 ：福島県白河市

㈱エフオン豊後大野 ：大分県豊後大野市

㈱エフオン壬生 ：栃木県下都賀郡壬生町

㈱エフオン新宮 ：和歌山県新宮市

㈱エフバイオス ：東京都千代田区

ソレイユ日田㈱ ：大分県日田市

（７）主要な営業所及び工場（2026年６月30日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

省エネルギー支援サービス事業 １名 －

グ リ ー ン エ ナ ジ ー 事 業 272名 16名増

電 力 小 売 事 業 8名 3名減

全 　 　  社 　  　 （ 共 　  　 通 ） 16名 －

合　　計 297名 13名増

（８）使用人の状況（2026年６月30日現在）
企業集団の使用人の状況

（注） 使用人数は就業員数であり、臨時従業員（パートタイマー、嘱託、顧問及び派遣社員）は含んでおり
ません。

借 入 先 借入金残高（単位：百万円）

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,653

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 4,165

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 3,303

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,240

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 1,705

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,410

（９）主要な借入先の状況（2026年６月30日現在）

（10）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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会社の株式に関する事項

２ 会社の株式に関する事項

① 発行可能株式総数 ： 69,840,000株

② 発行済株式の総数 ： 21,635,024株

③ 株主数 ： 9,849名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本テクノ株式会社 7,049,280株 32.58％

株式会社ＵＨ６ 1,601,700株 7.40％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,282,600株 5.92％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 809,100株 3.73％

株式会社ＳＢＩ証券 290,648株 1.34％

ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ２投資事業有限責任組合 264,200株 1.22％

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 236,000株 1.09％

楽天証券株式会社共有口 228,500株 1.05％

光通信株式会社 216,300株 0.99％
CACEIS BANK，LUXEMBOURG BRANCH／UCITS
－FULL TAX 209,200株 0.96％

株式の状況（2026年６月30日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）１．株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する809,100株には「株式交付信託」の信託財産とし
て保有する当社株式が479,500株含まれております。

２．持株比率は、自己株式40株を控除して計算しております。
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会社役員の状況

３ 会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 島 﨑 知 格

常 務 取 締 役 小 池 久 士 管理部門管掌

常 務 取 締 役 藤 井 康 太 朗 技術統括部、環境エネルギー部、電力事業部管掌　電
力事業部長

取 締 役 須 藤 　 博 株式会社エフバイオス 取締役 山林事業部長

取 締 役 松 尾 康 行 株式会社エフバイオス 取締役 新宮事業所長

取 締 役 小 菅 喜 生 株式会社エフバイオス 執行役員 燃料事業部長

取 締 役 佐 古 麻 衣 子 桜田通り総合法律事務所　パートナー、株式会社テク
ノ菱和　社外取締役

取 締 役 松 村 映 子 事業家創造株式会社　取締役、株式会社アットマーク　
取締役

取 締 役 青 木 　 想
株式会社Loveable　代表取締役社長、株式会社アルバ
イトタイムス　社外取締役、株式会社ＢＴＭ　社外取
締役

常 勤 監 査 役 矢 田 真 一

監 査 役 望 月 英 仁 望月公認会計士事務所所長、望月税理士事務所所長

監 査 役 牧 浦 秀 治

（１）会社役員の状況
　取締役及び監査役の状況（2026年６月30日現在）

（注）１. 取締役佐古麻衣子氏、取締役松村映子氏及び取締役青木想氏は、社外取締役であります。
２. 監査役望月英仁氏及び監査役牧浦秀治氏は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役矢田真一氏は、これまでの社外取締役としての経験や、大手金融機関での職務により培わ

れた専門的知識を有しております。
監査役望月英仁氏は、公認会計士・税理士として企業経営に精通しており、会計、税務に関する相当
程度の知見を有し、また監査役としての豊富な知識と経験を有しております。
監査役牧浦秀治氏は、事業経営者としての経験と当社の事業基盤である発電事業に係る技術的知見を
有しております。

４. 当社は取締役佐古麻衣子氏、取締役松村映子氏及び取締役青木想氏、監査役望月英仁氏及び監査役牧
浦秀治氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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会社役員の状況

（２）責任限定契約に関する事項
　当社の社外取締役並びに監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限
度額としております。

（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社及び当社子会社の取締役、監査役、執行役員（当事業
年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定
する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任
を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を
当該保険契約により保険会社が補償するものであり、１年毎に契約更新しております。
　なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険
契約の免責事項としており、また、補償する額について限度額を設けることにより、当該
役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。
　次回更新時には同内容で更新を予定しております。

（４）取締役及び監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社の取締役個人別の報酬等については、株主総会において決議された金額の範囲内
で、経済情勢、当社の業績、各々の経営能力、貢献度、支給実績等を総合的に考慮し、当
社役員に求められる役割と職責に相応しい報酬額について報酬委員会にて審議し、その答
申を踏まえ、取締役会において決議する。取締役会は報酬額の妥当性、公平性、透明性を
重視して吟味、審査を行い報酬額の決定に関する監督を実施する。報酬等を与える時期又
は条件については、取締役会で決議するものとする。
　また、取締役の報酬等は月額固定報酬であり、賞与、業績連動型報酬、退職慰労金等の
報酬制度は採用しない。
　なお、当社の監査役の個人別の報酬等については、株主総会において決議された金額の
範囲内で監査役の協議によって決定する。
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会社役員の状況

区　　分 員　　数
報 酬 等 の
総 額
(百万円）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額
（ 百 万 円 ）
基本報酬 非 金 銭

報 酬 等
取 締 役
（うち社外取締役）

10名
（３）

169
（９）

144
(９)

24
(－)

監 査 役
（うち社外監査役）

３名
（２）

20
（６）

20
(６) －

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

13名
（５）

189
（15）

165
(15)

24
(－)

② 非金銭報酬等に関する方針等
　当社は、2021年9月28日開催の第25回定時株主総会において、取締役の報酬と株式価
値との連動性をより明確にし、対象役員が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と
共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを
目的として、取締役に対する株式報酬制度「株式交付信託」を導入することを決議しまし
た。
・株式報酬制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、
対象役員に対して、当社が定める株式交付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で
換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される制度です。
・具体的には１事業年度あたり80,000ポイント（80,000株）を上限として、事業年度ご
とに各取締役に対し役位を勘案して定まる数のポイントが付与され、退任時に累積したポ
イント数に応じた当社株式及び時価換算した金額相当の金銭が給付されます。

③ 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の員数及び報酬等の額には、2025年９月26日開催の第29回定時株主総会終結の時をもって退
任した取締役１名の在任中の報酬等の額が含まれております。

２. 非金銭報酬等の内容は当社株式であり、割当ての際の条件等は「（４）取締役及び監査役の報酬等」
のとおりであります。

３. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
４. 取締役の報酬限度額は、2018年９月26日開催の第22回定時株主総会において年額240百万円以内

（うち、社外取締役分は40百万円以内）と決議されております（ただし、使用人兼務取締役の使用人
分給与は含まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、８名（うち、社外取締役は３名）で
す。また、金銭報酬とは別枠で2021年９月28日開催の第25回定時株主総会において株式報酬制度の
導入を決議いただいております。株式報酬の額は、対象事業年度で144百万円を上限とし、1事業年
度あたり80,000ポイント（1ポイント＝１株）を上限としております（社外取締役は付与対象外）。
当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は６名です。
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５. 監査役の報酬限度額は、2018年９月26日開催の第22回定時株主総会において年額40百万円以内と
決議されております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。

④ 当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

⑤ 社外役員が親会社及び子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

（５）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

・取締役佐古麻衣子氏は、桜田通り総合法律事務所のパートナー、株式会社テクノ菱和の社外取
締役を兼務しております。なお、当社と桜田通り総合法律事務所、株式会社テクノ菱和との間
に取引関係はありません。

・取締役松村映子氏は、事業家創造株式会社の取締役、株式会社アットマークの取締役を兼務し
ております。なお、当社と事業家創造株式会社、株式会社アットマークとの間に取引関係はあ
りません。

・取締役青木想氏は、株式会社Loveableの代表取締役社長、株式会社アルバイトタイムスの社
外取締役及び株式会社ＢＴＭの社外取締役を兼務しております。なお、当社と株式会社
Loveable、株式会社アルバイトタイムス及び株式会社ＢＴＭとの間に取引関係はありませ
ん。

・監査役望月英仁氏は、望月公認会計士事務所、望月税理士事務所の所長を兼職しております。
なお、当社と望月公認会計士事務所、望月税理士事務所との間に取引関係はありません。
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氏 名 出席状況、発言状況及び期待される役割
に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 佐 古 麻 衣 子

当事業年度に開催された取締役会12回全てに出席し、議案の審議及び事業運営に
関して発言を行っております。社外取締役として期待される役割に関して、弁護
士としての専門的知識・幅広い見識から、コンプライアンス体制の整備等につい
て提言を行い、取締役会の議論の活性化に貢献しております。また独立した立場
から取締役の職務執行を監督し、取締役会の意思決定の妥当性確保に寄与してお
ります。

取締役 松 村 映 子

当事業年度に開催された取締役会12回全てに出席し、議案の審議及び事業運営に
関して発言を行っています。社外取締役として期待される役割に関して、インタ
ーネットサービスやEC事業分野に対する深い知見を有しております。また、経営
者としての幅広い経験や、組織マネジメントに関する高い識見から、新規事業に
ついて助言・提言を行い、事業の適正性向上に貢献しています。また独立した立
場から取締役の職務執行を監督し、取締役会の意思決定の妥当性確保に寄与して
おります。

取締役 青 木 　 想

当事業年度に開催された取締役会12回全てに出席し、議案の審議及び事業運営に
関して発言を行っております。社外取締役として期待される役割について、上場
企業の経営企画職、営業職を経て、自身が設立した会社の取締役として数々の企
業支援に携わっており、企業経営及び財務に対し豊富な経験と高い見識から、取
締役会の実効性向上に貢献しています。また独立した立場から取締役の職務執行
を監督し、取締役会の意思決定の妥当性確保に寄与しております。

監査役 望 月 英 仁
当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会13回の全てに出席し、公認会
計士として培った高度な専門的知見と豊富な経験を活かし、専門的かつ多角的な
視点から監査を行うとともに、取締役会及び監査役会において、必要に応じて適
時適切に意見を述べております。

監査役 牧 浦 秀 治
当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会13回の全てに出席し、長年に
わたる大手重工業メーカーの部門責任者及び事業経営者としての経験並びに技術
的知見を活かし、事業運営を幅広く捉える視点から監査を行うとともに、取締役
会及び監査役会において、必要に応じて適時適切に意見を述べております。

② 当事業年度における主な活動状況
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４ 会計監査人の状況

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 29百万円

（１）会計監査人の名称
東陽監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社の連結子会社で会計監査人と監査契約などを締結している会社はありません。
２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、取締役、社内関連部署及び会計監査人からの必要資料の入手や報告の聴取を通じ
て、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りの算
出根拠の妥当性を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１
項の同意を行っております。

（４）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（５）責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人東陽監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度
額としております。
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（６）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監
査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任するものといたします。当該解任を
した場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計
監査人を解任した旨とその理由を報告いたします。
　また、監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断
した場合は、監査役会の決定により、会計監査人の解任又は不再任の議案を株主総会に付議
いたします。

５ 業務の適正を確保するための体制
　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　当社は会社法等の法令で求められる業務の適正を確保するための体制を整備するための
「基本方針」を2006年５月15日開催の取締役会において決議しております。会社法の一部
を改正する法律（平成26年法律第90号）の施行により「基本方針」を2015年５月７日開
催の取締役会にて以下のとおり改定いたしました。当社グループの定める内部統制に関する
「基本方針」の概要及びその運用状況の概要は以下のとおりです。

Ⅰ. 内部統制に関する当社グループの取り組み
　当社グループは、本基本方針に従い、会社法及び会社法施行規則が定めるところの株式会
社の業務の適正を確保するための体制、金融商品取引法が定めるところの財務計算に関する
書類その他の情報の適正性を確保するための体制、その他企業価値の維持向上を図るための
体制（以下、総称して「内部統制システム」という）を整備する。
　当社グループは、代表取締役社長を中心として、取締役及び使用人（以下「役職員」とい
う）全員で内部統制を推進していくとともに、内部統制委員会を設置し、内部統制システム
が有効に機能するように努める。
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Ⅱ. 内部統制システムの整備に関する基本方針
（ⅰ）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 法令・定款及び社会規範（以下「法令等」という）を遵守した行動の基準とするた
め、関係部署の管理のもとで規則・規程等の整備・運用を図る。

② 法令等遵守に係る事項につき、関連規則・規程等の浸透を図り、役職員の啓蒙に努
める。

③ 法令等に照らし疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行う手段とし
て、ヘルプラインを設置・運営し、法令違反等の不正行為を早期に発見するととも
に、通報した使用人が、当該報告を行ったことを理由として、不利な取扱いを受け
ないようにする。

④ 当社グループは、企業の社会的責任を十分認識し、反社会的な勢力に対しては、組
織として毅然とした態度で臨み、不当要求を拒絶し、それらの勢力との取引や資金
提供などの一切の関係を遮断する。

（ⅱ）職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役は、各々の業務執行又は意思決定における判断基準・判断理由を明確にする

ため、その職務執行に係る情報を記録する。当社グループは、法令等及び関連諸規
則に従い、所定の部署がこれを適切に保管し、取締役及び監査役の迅速な職務遂行
のために常時閲覧可能な体制を整える。

② 使用人の職務遂行に係る情報についても、法令等及び関連規則等に従い、取締役の
職務執行に係る情報と同様に取り扱うものとする。

③ 当社グループは、情報漏洩防止のため、社内情報の取扱い並びに文書及び電磁的記
録の保管方法を定め、セキュリティを万全なものとする。

④ 情報管理責任者及び関係部署は、連携して適時適切な情報開示に努める。

（ⅲ）損失の危険を管理する規程その他の体制
① 内部統制委員会は、リスクに関する規程に従い、当社グループ全体のリスクを網羅

的・総括的に管理する。
② 役職員は、有形無形を問わず、当社グループの資産の取得・使用・処分の各段階に

おけるフローを確立し、資産の保全に努める。

－ 36 －



2026/08/24 16:07:15 / 26335100_株式会社エフオン_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の状況、会社の体制及び方針

（ⅳ）当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は、業務執行取締役の管掌責任の明確化を図るため、各業務執行取締役の

管掌業務を定める。
② 業務執行取締役は、代表取締役社長諮問機関である経営会議を定期的に開催し、事
業活動の統合調整と業務執行の意思統一を図る。

③ 当社グループは、役職員の職務の執行の効率化を図るため、職務権限及び意思決定
ルールを策定し、各部署の業務分掌を明確にする。

（ⅴ）企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社管理規程など関連規則等を制定し、グループ全体の状況を常時把握する部署

を当社内に設置して財産の状況及びその他の重要事項を取締役会に報告するなど、
子会社管理制度の確立を図る。

② 当社グループは、業務フロー、会計システム等を含め、連携して制度の統一化を図
る。

③ 当社グループの各監査役間の連携を図り、必要に応じて情報交換・意見交換を行
う。

④ 内部監査室は、当社グループの業務の執行状況について、定期的に監査を行う。

（ⅵ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する
指示の実効性確保に関する事項
① 代表取締役は監査役会からの職務を補助すべき使用人設置の要求に対しては、監査

役会と監査の実効性の確保の観点から協議の上、使用人を配置する。
② 監査役を補助すべき使用人は専任とし、監査役の指揮命令のもと職務を遂行する。
③ 監査役を補助すべき使用人の任命・人事異動・人事考課等に関しては、監査役会の

事前の同意を得るものとする。

（ⅶ）当社グループの役職員が当社監査役会又は当社監査役への報告に関する体制
① 当社グループの役職員は、当社若しくは当社連結子会社に著しい損害を与える事実

又はその恐れの発生、法令違反等の不正行為、その他これらに準ずる事実又はその
恐れの発生について、当社監査役に遅滞なく報告をする。また、当社グループの役
職員からかかる報告を受けた者は、当該報告を受けた内容を当社監査役に遅滞なく
報告をする。

－ 37 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2026/08/24 16:07:15 / 26335100_株式会社エフオン_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の状況、会社の体制及び方針

② 監査役は、当社グループの役職員に対し、必要に応じた業務執行内容の報告、説明
又は資料提出等を求めることができる。

③ 内部監査室は、当社監査役に内部監査の結果を報告する。
④ 監査役への報告をした役職員が、当該報告を行ったことを理由として、不利な取扱

いを受けないようにする。

（ⅷ）監査役の職務の執行について生じる費用又は償還の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について生じる合理的な費用の前払又は償還等の請求をした
ときは、速やかに当該費用又は債務を処理する。

（ⅸ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、定期的に開催される代表取締役社長との意見交換会、当社グループが保

有する設備の見学等により、当社グループの最新情報を取得することができる。
② 監査役は、当社グループの最新の状況を把握するために、定期的に社内会議に出席

し、また必要に応じて当社グループの役職員に意見交換及び情報提供を求めること
ができる。

③ 監査役は、その職務の遂行に必要な場合に、弁護士・公認会計士・税理士等の外部
専門家から意見を求めることができる。

（ⅹ）財務報告の信頼性を確保するための体制
① 当社グループは、有識者と連携の上、関係諸法令、関連諸規程及び一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に従い、会社の財政状態及び経営成績に関し真実の報
告を行う。

② 当社グループは、金融庁策定『財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準』等
に基づき、財務報告の信頼性を確保するために必要な事項を実施する。

　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、2015年５月７日付当社取締
役会において決議した「内部統制基本方針」に基づき、関連諸規程の整備を実施しておりま
す。
　また、「内部統制基本方針」に規定されている内部統制委員会は代表取締役社長を委員長
として当事業年度において３回開催され、事業年度末には常勤監査役が出席の上、内部統制
システムが有効に機能していることの確認を行っております。
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会計監査人の状況、会社の体制及び方針

（２）会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につ
いては、特に定めておりません。

（３）剰余金の配当等の決定に関する基本方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を会社運営における重要課題の一つと認識しており
ます。安定配当の継続をベースとした上で、経営成績に応じた利益配分を行うことを基本方
針としております。
　この基本方針に基づき、当事業年度の期末配当金は、１株につき８円の配当を実施するこ
とといたしました。
　なお、内部留保資金につきましては、企業体質の強化及び将来の事業展開のための財源と
して利用していきたいと考えております。
　また、当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に
別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これ
は、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行う
ことを目的とするものです。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表 （2026年６月30日現在） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
Ⅰ.流動資産 10,576 Ⅰ.流動負債 5,733

現金及び預金 5,007 買掛金 1,608
売掛金 2,878 一年内返済予定長期借入金 1,964
貯蔵品 992 未払金 1,061
未収消費税等 179 未払法人税等 378
デリバティブ債権 1,186 賞与引当金 39
繰延消費税 6 メンテナンス費用引当金 493
その他 325 その他 187

Ⅱ.固定資産 34,045 Ⅱ.固定負債 19,177
１.有形固定資産 33,082 長期借入金 18,434

建物及び構築物 10,104 株式給付引当金 150
機械装置及び運搬具 17,248 繰延税金負債 593
工具、器具及び備品 89 負債合計 24,911
土地 4,401 純 資 産 の 部
立木 1,152 株主資本 19,710
建設仮勘定 85 資本金 2,292

２.無形固定資産 703 資本剰余金 1,292
電気供給施設利用権 698 利益剰余金 16,377
その他 4 自己株式 △251

３.投資その他の資産 259 純資産合計 19,710
繰延税金資産 60
その他 199

資産合計 44,621 負債純資産合計 44,621

連結計算書類
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連結損益計算書

連結損益計算書 （自　2025年７月１日　至　2026年６月30日） （単位：百万円）

科　　目 金　　額
売上高 20,737
売上原価 19,375

売上総利益 1,361
販売費及び一般管理費 941

営業利益 419
営業外収益
受取利息 73
作業くず売却益 4
固定資産売却益 11
デリバティブ評価益 1,010
電力先物差益 397
補助金収入 85
助成金収入 4
その他 16 1,603

営業外費用
支払利息 326
支払手数料 6
固定資産売却損 1
固定資産除却損 0
その他 15 350
経常利益 1,672
税金等調整前当期純利益 1,672
法人税、住民税及び事業税 392
法人税等調整額 81 474

当期純利益 1,198
親会社株主に帰属する当期純利益 1,198
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書 （自　2025年７月１日　至　2026年６月30日） （単位：百万円）

株　　主　　資　　本
資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 純資産合計

当期首残高 2,292 1,292 15,351 △251 18,684 18,684
当期変動額
剰余金の配当 △173 △173 △173
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,198 1,198 1,198

自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の消却 △0 0 － －
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額（純額）

－

当期変動額合計 － － 1,025 △0 1,025 1,025
当期末残高 2,292 1,292 16,377 △251 19,710 19,710
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貸借対照表

貸借対照表 （2026年６月30日現在） （単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ.流動資産 8,070 Ⅰ.流動負債 1,638
現金及び預金 975 買掛金 677
売掛金 1,332 一年内返済予定長期借入金 108
前払費用 40 未払金 506
関係会社短期貸付金 4,490 前受金 0
未収入金 45 未払費用 24
デリバティブ債権 1,186 未払法人税等 197
その他 1 預り金 9

Ⅱ.固定資産 6,889 賞与引当金 5
１.有形固定資産 189 メンテナンス費用引当金 41
建物 53 その他 69
機械及び装置 1 Ⅱ.固定負債 494
車両運搬具 0 長期借入金 365
工具、器具及び備品 13 株式給付引当金 129
土地 56 負債合計 2,133
建設仮勘定 64 純 資 産 の 部

２.無形固定資産 4 株主資本 12,826
ソフトウェア 3 1.資本金 2,292
その他 0 2.資本剰余金 1,292

３.投資その他の資産 6,695 資本準備金 1,292
関係会社株式 2,161 3.利益剰余金 9,493
関係会社長期貸付金 2,130 その他利益剰余金 9,493
関係会社長期未収入金 2,172 繰越利益剰余金 9,493
繰延税金資産 46 4.自己株式 △251
その他 184 純資産合計 12,826

資産合計 14,960 負債純資産合計 14,960

計算書類

－ 43 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2026/08/24 16:07:15 / 26335100_株式会社エフオン_招集通知_電子提供措置用

損益計算書

損益計算書 （自　2025年７月１日　至　2026年６月30日） （単位：百万円）

科　　目 金　　額
売上高 8,675
売上原価 8,386

売上総利益 288
販売費及び一般管理費 401

営業利益 △112
営業外収益
受取利息 38
受取配当金 500
デリバティブ評価益 1,010
電力先物差益 397
その他 5 1,952

営業外費用
支払利息 11
その他 7 19
経常利益 1,820

税引前当期純利益 1,820
法人税、住民税及び事業税 200
法人税等調整額 △19 181
当期純利益 1,639
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書 （自　2025年７月１日　至　2026年６月30日） （単位：百万円）

株　　主　　資　　本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金

そ　の　他
利益剰余金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,292 1,292 8,027 △251 11,360 11,360
当期変動額

剰余金の配当 △173 △173 △173
当期純利益 1,639 1,639 1,639
自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の消却 △0 0 － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） －

当期変動額合計 － － 1,465 △0 1,465 1,465
当期末残高 2,292 1,292 9,493 △251 12,826 12,826
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年８月18日

株式会社エフオン
取締役会　御中

東陽監査法人
　東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 早 﨑 信

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 立 澤 隆 尚

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エフオンの2025年７月１日から2026年６月30日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社エフオン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に
関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年８月18日

株式会社エフオン
取締役会　御中

東陽監査法人
　東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 早 﨑 信

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 立 澤 隆 尚

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エフオンの2025年７月１日から2026年６月
30日までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書

－ 48 －
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年７月1日から2026年６月30日までの第30期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき審議した結果を以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、当期の監査方針、監査計画、職務分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける

ほか、取締役等及び会計監査人から、その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画、職務分担等に従い、取締役、内部監

査室及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法により監査を実施い
たしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めるとともに、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、その取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けるとともに、子会社の本店及び発電所等において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報
告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年８月19日
株式会社エフオン　監査役会
常 勤 監 査 役 矢 田 真 一 ㊞
社 外 監 査 役 望 月 英 仁 ㊞
社 外 監 査 役 牧 浦 秀 治 ㊞

　

監査役会の監査報告書

以　上
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裏表紙(5C)

株主総会会場ご案内図 ▶「東京駅」徒歩５分

▶「銀座一丁目駅」徒歩２分

▶「京橋駅」直結
▶「有楽町駅」徒歩６分

▶「宝町駅」徒歩２分
　

会 場
　
東京都中央区京橋三丁目１番１号
東京コンベンションホール
(東京スクエアガーデン 5階)

TEL
　03-5542-1995

N

至 日本橋

至 上野
至 品川

至 銀座

至 月島 至 八丁堀

至 永田町

至 東銀座

至 日本橋

SusHi Tech
Square

東京
交通会館

東京ミッドタウン
八重洲

J
R
京
葉
線

銀座線 京橋駅

JR京葉線
東京駅出口

東銀座出口

西銀座JCT

新京橋出口

浅草線 宝町駅

有楽町線
銀座一丁目駅

東 京 駅

 有楽町駅

東京メトロ 銀座線

東京スクエアガーデン 5F

東京駅

京橋駅 直結

徒歩5分

徒歩6分

東
京
メ
ト
ロ
有
楽
町
線

都営地下鉄 浅草線

外堀通り

中央通り

昭和通り

八
重
洲
通
り

東
京
高
速
道
路
K
K
線

鍛
冶
橋
通
り

有楽町駅

徒歩2分
銀座一丁目駅

徒歩2分宝町駅

東京メトロ
丸ノ内線

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


